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１． はじめに 

東北太平洋沖地震後の茨城県における造成宅地の

液状化対策として地下水位低下工法が注目されてい

る．わかりやすい工法であるが，いくつか注意すべ

き課題が含まれている．本文では，まず，それらを

整理して克服する方法を概説した．このうち，地下

水位低下に伴う沈下と地震時の液状化による沈下の

取り扱い方について議論した．既報 1)では，なかで

も重要な課題として不同沈下対策について考察し，

具体的な取り扱い方法について提案を行った．本文

はそれに引き続いて，地下水位低下に伴う沈下と地

下水位の低下を受けた地盤の地震時に生じる沈下の

重ねあわせにおいて生じる課題について論じたもの

である． 

２． 地震に伴う地盤と構造物の沈下 

地震に伴う地盤の沈下は，表-1 にまとめたように，

結構複雑である 2)．2011 年３月１１日に生じた東北

太平洋沖地震時の大きくは，地震直後の即時沈下（せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ん断による沈下で，“めり込み沈下”とも称される）

と地震後の圧縮沈下（液状化後の体積変化による沈

下）に分けられる．沈下・時間曲線で示すと図-2 の

ようになる．このうち，シルト地盤を含む粘性土地

盤の場合は，剛性の劣化によるせん断沈下も地震時

に生じた過剰間隙水圧の消散に伴う長期にわたって

地震後沈下が継続することがあるが，本文では混乱

を避けるため，ここではこの議論はせず，稿を改め

る． 

３． 地震に伴う地盤と構造物の沈下の算定 

図-1 は，多層地盤の上に建てられた住宅（家屋）

を模式的に示したものである．地下水位は地表面に

存在していたが，液状化対策のために，地表面から

hwだけ下げた状況を示している．こうすると，地震

時の液状化対象層は，Hs から Hs-hw に減少する．

従って，液状化に伴う砂質土の沈下量は減少するこ

とになる．一方，砂地盤の剛性低下によるめり込み

沈下は対象とする砂層の厚さが小さくなるため，沈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1  2011.3.11 東北地方太平洋沖地震時における地盤の沈下 2) 

キーワード 液状化，地下水位低下，住宅基礎，地盤沈下 

 連絡先   〒310-8512 茨城県水戸市文京 2-1-1 茨城大学地球変動適応科学研究機関 ＴＥＬ029-228-8824 
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下量も小さくなると考えられる．図-2 はこのことを

模式的に表示したものである．これによれば，地震

時の地盤の沈下は，地震による繰返し荷重の不可に

伴う剛性の劣化によって生じると考えられるめり込

み沈下 Dcy と液状化後の過剰間隙水圧消散による沈

下の重ね合わせによって成り立つと考えられている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 家屋とその基礎地盤の模式図 

 

 

図-2 地震時の地盤の沈下・時間関係 

 

すなわち、便宜的に次式を仮定する． 

ST    =     Dcy      +     Slq      (1) 

     ＜めり込み沈下量＞ ＜圧縮沈下量＞ 

Dcy は，多層地盤を仮定した弾性沈下量を求める

Steinbrener の理論式を援用する．一方，圧縮沈下量

の算定には，石原・吉嶺 3)による計算図表が用いら

れる． 

４．地下水位の低下を受けた多層地盤の沈下算定に

おける問題点 

 地下水位の低下を受けた多層地盤の沈下算定にお

ける課題は，いくつかあるが，地下水位の低下にけ

る粘性土地盤の圧密沈下と地震後の砂地盤の沈下量 

を重ね合わせなければならない点である．特に、図

-3 に示したように，地下水位を下げるとめり込み沈 

 

図-3 地震前と地震後の沈下の重ね合わせ 

 

下量も小さくなるが，地下水位低下に伴う圧密沈下

を考慮すると，いずれにしても沈下量を最小にする

最適な地下水位低下量が存在することになるので，

地下水位低下工法においてはこのことに最も注意を

払う必要があるということになる． 
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